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要旨：構造物の維持管理を行う上で，地域特性を把握することは重要である。本研究では，

愛知県内のアルカリ骨材反応の特徴を把握して維持管理に役立てることを目的に，発生地域

や発生年代を中心に調査を行った。また，一部の構造物について鋼材比と目視調査結果を対

比して，ASR 膨張の抑制が期待できる拘束鋼材比を検討した。調査結果より，対象を昭和

45 年から 59 年に限定すると，西三河地区の ASR 発生確率が比較的高い値を示した。また，

ASR 膨張の抑制が期待できる鋼材比を算定し，同鋼材量を配置した RC 巻立てによる対策を

ASR 損傷橋台に施した。 
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1. はじめに 

 アルカリ骨材反応(ASR)は，水分およびアルカ

リが供給される条件下で進行する。そのため，

ASR に対する補修工法には，コンクリート中へ

の水分の浸入を抑制することが要求される。ま

た，ASR により劣化した構造物の補強工法には，

耐荷性能の回復や向上に加えて膨張抑制も期待

されることが多い。しかし，現状では ASR は判

明していない部分が多く，その対応や補修・補

強などの維持管理方法は確立されていない１）。 

 一方，構造物の維持管理を行う上で，地域特

性を把握することは重要である。愛知県の ASR

は，阪神や北陸地区の火山岩系の安山岩とは異

なり，チャートなどの堆積岩が反応性骨材とな

っている。このチャート骨材の反応は，長期に

わたり継続することが最近の研究で分かってき

た２）。よって，調査や試験を行う場合，チャー

トによる反応の特徴に配慮して計画を立案する

ことが有効であると考えられる。 

 そこで本研究では，愛知県内の ASR の特徴を

把握して維持管理に役立てることを目的に，発

生地域や発生年代を中心に調査を行った。また，

一部の構造物について拘束鋼材比と目視調査結

果を対比することにより，ASR 膨張の抑制が期

待できる拘束鋼材比を算定して，ASR 損傷橋台

に RC 巻立てによる対策を施した。 

 

2. 愛知県内のＡＳＲ調査３） 

2.1 調査概要 

(1) 発生地域の調査（調査１） 

 調査を行った構造物の地域別数量を図－１に 
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図－１ 調査構造物の地域別数量

コンクリート工学年次論文集，Vol.28，No.1，2006

-1679-



示す。調査は，261 の橋梁（主に下部工）につい

て行った。ASR の判定は，構造物に発生した劣

化の兆候を観察することにより行った。 

(2) 発生年代の調査（調査２） 

 調査した 261 橋梁は，昭和 28 年から平成 14

年に竣工したものである。年代は，現地で確認

した名板等に記してある年で分類した。 

(3) 鉄筋量の調査（調査３） 

 設計・竣工書類を入手できた 59 基の構造物（主

に下部工，S49-S54 施工）について，部位ごとに

鉄筋量を算定して目視点検結果と対比した。 

2.2 調査結果 

(1) 発生地域の調査 

 調査を行った構造物に対し，ASR による変状

発生の有無について整理したものを図－２に示

す。調査結果より，愛知県の尾張西部地区など

地域的に ASR の発生が確認できなかった地域が

あった。また，西三河地区では調査対象を昭和

44 年から 59 年に限定すれば，比較的高い ASR

発生確率を示した。 

(2) 発生年代の調査 

ASR の変状の有無について年代別に分類した

ものを表－１に示す。表より，昭和 44 年から昭

和 59 年にかけて竣工した構造物に ASR の発生

が見られ，昭和 61 年のアルカリ総量規制後の構

造物には見られなかった。 

(3) 鉄筋量の調査 

使用材料の視点からASRの発生が疑われる 59

基の構造物について，鉄筋比の異なる各部位（た

て壁，パラペット，ウイング，柱，梁，他，計

408 部位）について，目視調査結果と鉄筋比（コ

ンクリートの断面積に占める鉄筋の断面積）の

関係を整理した。結果を図－３に示す。図より，

鉄筋比の小さい部位に ASR による変状の見られ

る確率が高かった。これは鉄筋比の大きい部位

では ASR の膨張が適切に拘束され，ひび割れの

発生や進展が抑制されていたためであると考え

られる。ASR の膨張抑制が期待できる鉄筋量の

目安を得ることを目的に，変状部位について鉄

筋比の標準偏差σを算定した。結果より，鉄筋 
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図－２ 分布調査結果（調査１）
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表－１ 年代別の ASR 発生状況（調査２） 

竣工年 S28-S31 S32-S35 S36-S39 S40-S43

調査数 7 14 19 33 

SR確認 0 0 0 0 

発生率 0.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 

竣工年 S44-S47 S48-S51 S52-S55 S56-S59

調査数 29 28 30 29 

SR確認 5 10 10 5 

発生率 17.2％ 35.7％ 33.3％ 17.2％

竣工年 S60-S63 H1-H4 H5-H8 H9-H14

調査数 18 16 18 20 

SR確認 0 0 0 0 

発生率 0.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 
目安として平均値+2σ（主鉄筋方向：0.85％，

鉄筋方向：0.34％）を採用した。 
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3. 対策したＡＳＲ構造物 

3.1 構造物の概要 

 対象とした構造物は，昭和 52 年に竣工した鉄

筋コンクリート橋台（設計基準強度 24N/mm2）

である。この橋台は，月平均気温が 3～26℃程度

の範囲にある内陸地に位置しており，補修履歴

はない。 

橋台に ASR の発生が疑われるひび割れが発見

された後，詳細調査を実施してひび割れの発生

原因を検討した。調査項目は，外観目視調査，

圧縮強度試験（JIS A 1108），静弾性係数試験（JIS 

A 1149），膨張量試験（JCI-DD2），岩種判定試験

（目視および偏光顕微鏡観察），アルカリ含有量

試験（建設省総合技術開発プロジェクト 水溶

性アルカリ量分析４））である。 

3.2 構造物の調査結果 

(1) 外観目視調査 

 外観変状の展開図を図－４に示す。たて壁の

コンクリート表面全体に亀甲状のひび割れが多

数発生していた。一方，たて壁に比べパラペッ

トにはあまりひび割れが発生していなかった。

ひび割れの幅は，0.1mm 未満から最大 3mm 程度

の範囲にあり，0.2mm～1.0mm のものが多く見ら

れた。 

(2) 圧縮強度・静弾性係数試験 

 圧縮強度と静弾性係数試験の結果を図－５に

示す。圧縮強度は平均 27.4N/mm2 となり，設計

値である 24N/mm2 を上回っていた。一方，静弾

性係数は平均 13.2kN/mm2 となり，設計値である

25kN/mm2 の半分程度の値となった。 

(3) 膨張量試験 

 膨張率の測定結果を図－６に示す。開放膨張

率をみると，すべてのコアが貯蔵期間 34 日で

0.05％を超えた。全膨張率をみると，貯蔵期間 3

ヶ月で 0.07～0.10％を示したが，それ以後 1 年経

過した時点でも膨張率に大きな変化は見られな

かった。 

(4) 岩種判定試験 

 偏光顕微鏡写真の一例を写真－１に示す。観

察結果より，コアに含まれる反応性骨材は，チ 
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図－５ 圧縮強度と静弾性係数の関係
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写真－１ 偏光顕微鏡写真
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使用材料 種  類 記号

セメント 普通ポルトランドセメント C

山砂(土岐産) S1
細骨材 

砕砂(藤原産) S2

粗骨材 砕石(藤原産) G

混和材 低添加型膨張材 E

高性能 AE 減水剤 SP
混和剤 

収縮低減剤 H

 

 

 

 

 

 

配合 

No 

W/(C+E) 

(％) 

s/a 

(％) W 

No.1 

No.2 

No.3 

50.0 52.9 174 

 

 

 

 

 

 

配合 
スランプ 

(cm) 

空気量

(％) 

温度

(℃

No.1 20.5 3.5 31.

No.2 20.5 2.7 32.

No.3 20.0 2.9 31.

 

ャートと珪質粘板岩であった。 

(5) アルカリ含有量試験 

 アルカリ量は，等価アルカリ量で 4.8k

なり目安である 3.0kg/m3 を上回った。 

 

4. ＲＣ巻立てによる対策 

4.1 巻立てコンクリート 

(1) 使用材料と配合 

膨張コンクリートはその膨張の効果に

燥収縮等に起因するひび割れを減少させ

ができ，ひび割れ耐力を向上させること

る５）。また，ひび割れ防止のためには，

了時以後の収縮量を少なくすることが重

る。そこで，巻立てコンクリートには，

低添加型膨張材（標準混和量 20kg/m3）と

ーテル系収縮低減剤を併用したコンクリ

使用した。コンクリートの使用材料を表－

配合を表－３に示す。No.1 は膨張材，収

剤を使用していない一般的なレディミク
表－２ 使用材料 

物性または成分 

 密度:3.16g/cm3，比表面積:3260cm2/g 

 密度:2.55g/cm3，吸水率:2.12％，粗粒率:2.80 

 密度:2.68g/cm3，吸水率:1.15％，粗粒率:2.89 

 密度:2.70g/cm3，吸水率:0.44％，粗粒率:6.79，最大寸法 20mm 

 密度:3.16g/cm3，比表面積:3360cm2/g，石灰系 

 主成分:ポリカルボン酸系 

 主成分:ポリエーテル系 
表－３ コンクリートの配合 

単位量(kg/m3） 

C E S1 S2 G SP H 

348 0 0 

328 20 

318 30 

658 282 872 2.96 
6.96 
表－４ コンクリートの試験結果 

圧縮強度(N/mm2) 拘束膨張率  

) 7 日 28 日 2 日 7 日 14 日 

乾燥収縮率

6ヶ月 

0 29.8 38.0 － － － 550×10-6 

0 28.9 36.6 200×10-6 230×10-6 260×10-6 420×10-6 

0 28.1 36.0 340×10-6 370×10-6 400×10-6 390×10-6 
g/m3 と

より乾

ること

ができ

膨張終

要であ

石灰系

ポリエ

ートを

２に，

縮低減

ストコ

ンクリート（30-21-20N）の配合である。No.2 は

膨張材を標準混和量である 20kg/m3 用いた収縮

補償用コンクリート５）の配合，No.3 は膨張材を

30kg/m3 用いたケミカルプレストレス用コンク

リート５）の配合である。なお，No.2，No.3 とも

収縮低減剤を結合材（セメント＋膨張材）質量

に対して 2％使用した。 

(2) 試験項目 

 試験項目はフレッシュがコンクリート温度の

測定，スランプ試験（JIS A 1101），空気量試験（JIS 

A 1118），硬化後が材齢 7 日，28 日における圧縮

強度試験（JIS A 1108・6202），膨張率試験（JIS A 

6202，A 法），乾燥収縮試験（JIS A 1129）である。 

(3) 試験結果 

 試験結果一覧を表－４に示す。材齢 7 日にお

ける膨張率をみると，No.2 は収縮補償用コンク

リートの上限値程度，No.3 は No.2 の 1.6 倍程度

の膨張率を示した。 

材齢 4 週における圧縮強度は，No.1 に比べて
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No.2 で 4％，No.3 で 5％程度低下したが実用上

問題ないと考えられる。 

乾燥材齢 6 ヶ月における乾燥収縮率をみると，

No.1 に比べ No.2 で 24％程度，No.3 で 29％程度

小さい収縮率を示した。 

したがって，ひび割れ抵抗性に最も優位とな

る No.3 を巻立てコンクリートに採用した。 

4.2 橋台への適用 

(1) 補修・補強方法 

部材断面が小さく鉄筋比が大きい部位（パラ

ペット等）や支承周りには，一般的な表面被覆

工法を採用した。また，部材断面が大きく鉄筋

比が小さい部位（たて壁等）には，RC 巻立て工

法を採用した。対策の概略を図－７に示す。 

 橋台の天端は，既設コンクリートを 10cm はつ

り取り，新たな鉄筋を配置後コンクリートを打

設して排水勾配を設けた。 

 鉄筋は図－３を参考に，既設コンクリート断

面に対し主鉄筋方向で鉄筋比 0.896％（新設部

D29@100mm，既設部 D16@300mm），配力鉄筋

方向で鉄筋比 0.416％（新設部 D19@100mm，既

設部 D13@300mm）となるよう配置した。アン

カー鉄筋は，継手する鉄筋と同一径のものを

300mm 間隔で設置した。アンカー鉄筋の継手は，

フレアー溶接とした。コンクリートの巻立て厚

は 200mm とした。 

 表面被覆は，コンクリートの耐久性向上技術

の開発４）に示されている柔軟形厚膜被覆とし

た。被覆は下地処理，前処理（エポキシ樹脂

系プライマー・パテ），中塗り（柔軟エポキシ

樹脂系塗料、3 層塗り），上塗り（柔軟アクリ 
ルウレタン樹脂系塗料）の順で実

施した。表面被覆はパラペット等

に施工した。 
(2) 対策後のモニタリング 

ASR の進行性を把握するため，測

点 A，B（図－７参照）の既設コンク

リート部と巻立てコンクリート部の

鉄筋に計測機器を設置した。 

既設コンクリート部の鉄筋ひずみ 

の測定には，溶接型のひずみゲージを使用した。

ひずみゲージは既設コンクリートをはつり取り，

主鉄筋と配力鉄筋を各 1 本露出させて設置した。

なお，長期間にわたり計測を行うため，既設鉄

筋に貼付けた溶接型ひずみゲージに，精密固定

抵抗を 3 個結線してホイーストンブリッジ回路

を組立てて出力値の安定を図った。 

巻立てコンクリート部は，長期間にわたり安

定した測定が可能な鉄筋計を使用した。鉄筋計

は，主鉄筋方向と配力鉄筋方向に設置した。 

計測値は 1 時間間隔でデータロガーに取り込

んだ。なお既設部，巻立て部とも主鉄筋に熱電

対を設置して温度も記録した。 

 計測結果の一例として平成 17 年 8 月 2 日から

12 月 28 日にかけての測点 A のコンクリート温

度を図－８に示す。 
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 コンクリート温度をみると，巻立

て部は打設完了後約 8 時間で約

49℃，既設部は約 10 時間で約 40℃

の最高温度を示した。その後約 4～

5 日で水和熱の影響が小さくなり，

コンクリート温度は外気温の変動

を反映したものとなった。 
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巻立て部主鉄筋

巻立て部配力鉄筋

測点 A の鉄筋ひずみを図－９に

示す。コンクリート打設後約 5 ヶ月

経過した時点で既設部，巻立て部と

も鉄筋ひずみに若干の増加が認め

られる以外は，大きな変化は現れて 

既設部配力鉄筋既設部主鉄筋

図－９ 鉄筋ひずみ（測点 A） 

いない。なお図は割愛するが，測点 B も同様の

結果を示していた。また，目視点検の結果より，

ひび割れの発生は観察されていない。 

 

５. まとめ 

愛知県内のアルカリ骨材反応の調査を実施し，

一部構造物に対して RC 巻立てによる対策を実

施した。本研究の範囲で得られた結果は以下の

通りである。 

(1) 発生地域の調査より，愛知県の尾張西部地

区では ASR の発生が確認できなかった。ま

た，西三河地区では比較的高い ASR 発生確

率を示した。 

(2) 発生年代の調査より，昭和 44 年から 59 年

にかけて竣工した構造物に ASR の発生が

見られた。 

(3) 鉄筋比と外観変状の対比より，鉄筋比が主

鉄筋方向で 0.85％，配力鉄筋方向で 0.34％

程度となれば，ASR による膨張が抑制され

る傾向にあった。 

(4) ASR を発生した橋台に対し，膨張の抑制が

期待できる鉄筋比を算定して RC 巻立てに

よる対策を施したが，5 ヶ月経過した時点

でひび割れの発生は観察されていない。 

 

今後もモニタリングを継続して行ない，RC 巻

立てによる対策の効果について検証していく予

定である。 
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